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信楽陶器卸商業協同組合 滋賀県及び甲賀市ふるさと納税参入要項 

 

１．目的 

 組合内で当事業への規則および組合員の参入方法を定めることで、組合員の取り組

み内容の統一を図ることを目的に制定します。 

 

２．滋賀県ふるさと納税への参入方法 

（１）すべての返礼品について 

  滋賀県ふるさと納税への参入は原則自由ですが、ふるさと納税サイトでの同一

返礼品の重複出品を避けるため、提供する返礼品すべてについて、滋賀県ふるさ

と納税返礼品事業者参加申込書に商組別紙１を添付し、滋賀県ふるさと納税担当

課へ提出ください。提出された商組別紙１の甲（作陶者（社）名）の情報は滋賀

県及び甲賀市へのみ提供され、それ以外の団体・個人に公開されることはありま

せん。 

 

（２）カタログ掲載商品を返礼品とする場合 

信楽陶器卸商業協同組合が作成するカタログ掲載商品を返礼品として提供す

る場合は（１）に加え、商組別紙２の受付済証を提出する必要があります。その

ため、商組別紙２を記入の上、事務局へ提出ください。事務局は、信楽陶器卸商

業協同組合が作成するカタログ掲載商品の掲載申請権者が決定次第、受付済証

を発行します。発行を受けた組合員は、滋賀県ふるさと納税担当課まで滋賀県ふ

るさと納税返礼品事業者参加申込書に受付済証(写)を添付の上、ご提出願いま

す。 

※その後の手続きについては、滋賀県の指示に基づき、各組合員で登録作業 

をお願いします。 

 

３．甲賀市ふるさと納税への参入方法 

（１）すべての返礼品について 

  甲賀市ふるさと納税への参入は原則自由ですが、ふるさと納税サイトでの返礼

品の重複出品を避けるため、提供する返礼品すべてについて商組別紙１を甲賀市

ふるさと納税担当課へ提出ください。提出された商組別紙１の甲（作陶者（社）
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名）の情報は他の団体・個人に公開されることはありません。 

また、信楽陶器卸商業協同組合が作成するカタログ掲載商品を返礼品として

提供する場合は商組別紙２を記入の上、事務局までご提出ください。 

 

（２）カタログ掲載商品を返礼品とする場合 

信楽陶器卸商業協同組合が作成するカタログ掲載商品を返礼品として提供す

る場合は（１）に加え、商組別紙２の受付済証を提出する必要があります。その

ため、商組別紙２を記入の上、事務局へ提出ください。事務局は、信楽陶器卸商

業協同組合が作成するカタログ掲載商品の掲載申請権者が決定次第、受付済証

を発行します。発行を受けた組合員は、甲賀市ふるさと納税担当課まで甲賀市ふ

るさと納税返礼品事業者参加申込書に受付済証(写)を添付の上、ご提出願いま

す。 

※ その後の手続きについては、甲賀市の指示に基づき、各組合員で登録作業 

をお願いします。 

 

４．組合内の規則 

（１）掲載件数 

①返礼品の掲載件数は滋賀県および甲賀市それぞれ１サイトあたり１００件 

(うち信楽焼たぬきは１サイト３件)までとします。そのうち、カタログ掲載 

商品については１サイトあたり１０件までとします（詳細は別表１参照）。 

なお、滋賀県と甲賀市のふるさと納税サイトで同一商品を掲載することはでき 

ません。また、同一商品（サイズ・色違い・規格違い等）も件数に含みます。 

②複数の商品を組み合わせてセットとして掲載する場合は、１点でカウントし 

ます。ただし、セットで組み合わせるものの中に、他の事業者がすでに出展し 

ている返礼品は組み合わせることはできません。 

③原則、在庫がない状態でふるさと納税サイトに掲載することはできません。た 

だし、在庫切れでも出荷が１ヶ月以内に確実に行える場合はその限りではあり 

ません。 

 

（２）掲載価格 

①カタログ掲載商品およびその類似商品については、カタログ掲載価格での掲 

載とします。 
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   ②ふるさと納税事業は、主に地域ＰＲを目的とされています。価格競争を招く行 

為については控えるよう、ご理解の上、参入願います。 

（３）カタログ掲載商品の画像について 

   ①カタログの画像を使用することを禁止します。各自写真撮影等を行った上で、 

滋賀県及び甲賀市ふるさと納税へ掲載願います。 

（４）同一および類似商品の判断 

①同一および類似商品の判断が必要となった場合は、事務局員が第一判断者と 

なります。 

   ②事務局員で判断できないものについては、理事会で最終判断を行います。 

（５）カタログ商品の掲載申請権者決定方法等 

   ①カタログ掲載商品の掲載申請権は商組別紙２の提出順とします。 

   ②掲載権者は滋賀県及び甲賀市が契約する全てのふるさと納税サイトへの掲載 

を申請する権利を得ることとします。 

   ③カタログ掲載商品の掲載申請権は、譲渡等できません。 

（６）その他 

   ①カタログ内の新掲載商品については、ふるさと納税への掲載禁止期間を１年 

間設けます。 

 

改正 令和７年４月１日 

 

 【別表１】（※令和７年４月１日時点のサイト数です。サイト数は変動する可能性があります。） 

 

以上 


